













































































































































































共育 事業費 人件費 総事業費
生活環境
人権尊重社会の構築 ◎ △ ○ ○ 19,846 52,500 72,346
安全・安心な市民生活 ◎ △ ○ ○ 90,002 42,750 132,752
防災対策の充実 ◎ △ ○ ○ 73,744 7,500 81,244
社会保険の安定運営 ◎ ○ △ ○ 13,630,058 120,375 13,750,433
環境の保全 ◎ △ ○ ○ 1,320,494 127,800 1,448,294
国内・国際交流の充実 ◎ △ ○ ○ 8,557 5,325 13,882
保健福祉
地域福祉の充実 ◎ △ ○ ○ 97,155 56,250 153,405
障がい者の自立支援の充実 ◎ △ ○ ○ 1,022,319 58,875 1,081,194
低所得者の自立支援の充実 ◎ △ ○ ○ 896,872 60,000 956,872
子育て・子育ち環境の整備・充実 ◎ △ ○ ○ 1,616,134 486,750 2,102,884
高齢者の自立支援の充実 ◎ ○ △ ○ 4,495,829 129,398 4,625,227
健康づくりの充実 ◎ ○ △ ○ 330,514 149,250 479,764経済産業
商工業の振興 ○ ◎ △ ○ 1,925,661 52,500 1,978,161
観光の振興 ○ ◎ △ ○ 89,256 30,000 119,256
農林業の振興 ○ ◎ △ ○ 371,030 142,500 513,530
都市基盤整備道路・河川環境の充実 ○ ◎ △ ○ 1,069,770 247,500 1,317,270
人が集い、活力ある都市の創出 ○ ◎ △ ○ 465,519 95,663 561,182
魅力ある公園緑地の創出 ◎ ○ △ ◎ 327,464 67,500 394,964
住宅環境の整備 ◎ ○ △ ○ 156,277 75,000 231,277
水の安定供給 ○ ◎ △ ◎ 1,426,387 112,725 1,539,112
下水道の整備 ○ ◎ △ ○ 2,461,536 105,000 2,566,536
教育文化
教育環境の整備 ○ △ ◎ ○ 791,539 307,500 1,099,039
自ら学ぶ力と豊かな人間性の育成 ○ △ ◎ ◎ 163,461 63,750 227,211
児童生徒の体の育成 ◎ △ ○ ○ 500,263 262,500 762,763
スポーツの振興 ○ △ ◎ ○ 120,314 37,500 157,814
生涯学習社会の実現 ○ △ ◎ ○ 150,887 303,825 454,712
芸術文化の振興 ○ △ ◎ ○ 148.025 105,000 253,025
（参考）
行政改革大綱・財政自立計画
財政の健全化 4,368,102 359,625 4,727,727
事務事業の改善 832,460 324,450 1,156,910
施設・資産の管理と運用 926,076 120,000 1,046,076
組織と人材の活性化 50,517 52,500 103,017



































































































































人権意識の高揚 ◎ ○ 3,716 16,500 20,216
同和問題の解消 ○ ◎ 12,381 18,000 30,381
男女共同参画の推進 ◎ ○ 3,749 18,000 21,749
安全・安心な
市民生活
市民協働の円滑化 ◎ ◎ 9,249 5,625 14,874
生活不安の解消 ◎ ○ 7,440 6,750 14,190
犯罪・交通事故の予防 ◎ ◎ 42,078 24,375 66,453
公共交通の利便性向上 ◎ △ 31,235 6,000 37,235
防災対策の
充実
防災組織体制の強化 ◎ ○ 54,298 4,875 59,173
防災施設・設備の充実 ◎ △ 19,446 2,625 22,071
社会保険の
安定運営
国民健康保険事業の健全経営 ◎ △ 5,263,005 74,625 5,337,630
老人医療制度の健全経営 ◎ ◎ 8,365,616 23,250 8,388,866
国民年金制度の啓発 ◎ △ 1,437 22,500 23,937
環境の保全
環境施策の設計・管理 ◎ △ 1,576 7,500 9,076
ごみの資源化・減量化 ◎ ○ 4,138 15,000 19,138
生活環境の保全 ◎ ○ 25,893 60,300 86,193
ごみ・し尿の適正処理 ◎ ○ 1,288,887 45,000 1,333,887
国内・国際交
流の充実
国内交流の充実 ◎ ○ 201 1,500 1,701

























































共に生き、共に支える社会づくり ◎ ○ 96,491 26,250 122,741
要支援者への一貫した支援体制の構築 ◎ ○ 664 30,000 30,664
障がい者の自
立支援の充実
障がい者の生活支援 ◎ ○ 1,005,216 57,375 1,062,591
障がい者の就労支援 ◎ ○ 17,103 1,500 18,603
低所得者の自
立支援の充実
低所得者の生活支援 ◎ △ 884,464 45,000 929,464




子どもの健全な発達の支援 ◎ ○ 37,949 21,000 58,949
子育て家庭の支援 ◎ ○ 973,423 42,750 1,016,173
仕事と子育ての両立支援 ◎ ○ 604,762 423,000 1,027,762
高齢者の自立
支援の充実
高齢者の活動の場の確保 ○ ○ 154,629 10,125 164,754
高齢者の介護予防と自立支援 ◎ ○ 252,724 49,275 301,999
介護保険制度の健全経営 ○ ○ 4,088,476 69,998 4,158,474
健康づくりの
充実
疾病の予防 ◎ ○ 105,118 30,000 135,118
感染症への対策 ◎ ○ 80,109 26,250 106,359
救急医療体制の確保 ◎ ○ 113,935 3,000 116,935
健康づくりの支援 ◎ ◎ 9,416 50,250 59,666




























































































































































































































































































































































































中心商店街の活性化 ◎ ○ 5,257 14,625 19,882
就労支援・勤労者福祉の充実 ◎ ○ 100,538 12,750 113,288
工業の集積・新規事業の展開支援 ◎ △ 61,335 16,500 77,835
商店・企業の安定経営支援 ◎ ○ 1,758,531 8,625 1,767,156
観光の振興
観光資源の有効活用 ◎ ○ 68,896 13,125 82,021
観光ＰＲ活動の充実 ◎ ○ 20,360 16,875 37,235
農林業の振興
農業の安定経営支援 ◎ ○ 125,276 49,500 174,776
地域の特性を活かした農業の振興 ◎ ○ 6,621 22,500 29,121
農地の確保・有効利用の支援 ○ △ 12,389 18,000 30,389
農業農村基盤の整備 ◎ ○ 192,692 36,000 228,692
活力ある農山村づくり ○ ○ 8 1,500 1,508































































































































道路・河川の財産管理 ○ △ 13,150 37,500 50,650
道路の整備 ◎ ○ 644,465 60,000 704,465
道路施設の管理 ◎ ○ 228,548 85,500 314,048
河川の整備 ◎ ○ 165,568 22,500 188,068




計画的なまちづくり ◎ ○ 1,538 32,250 33,788
ふるさと景観の形成 ◎ ○ 23,574 17,288 40,862
栃木駅周辺の整備 ◎ ○ 438,761 38,625 477,386
区画整理の施行及び組合設立・運営の支援 ◎ ○ 1,646 7,500 9,146
魅力ある公園
緑地の創出
公園緑地の管理 ◎ ○ 174,895 37,500 212,395
公園緑地の整備 ◎ ◎ 152,569 30,000 182,569
住宅環境の
整備
市営住宅の管理・整備 ◎ △ 139,872 29,250 169,122
一般住宅の建設の支援 ◎ ○ 13,011 750 13,761
安全安心な住宅環境の指導 ◎ ○ 3,394 22,500 25,894
安全安心な住宅環境の審査 ◎ ○ 0 22,500 22,500
水の安定供給
水道事業の安定経営 ○ ◎ 89,492 30,000 119,492
水道施設の整備・管理 ◎ ◎ 1,272,798 60,000 1,332,798
顧客拡大と水道サービスの向上 ○ ○ 64,097 22,500 86,597
水源の保全・確保 ◎ ○ 0 225 225
下水道の整備
下水道事業の安定経営 ◎ ○ 1,694,851 45,000 1,739,851
下水道施設の整備・管理 ◎ ○ 704,757 37,500 742,257























































































































































































































市立学校の管理・運営 ◎ ○ 389,060 292,500 681,560




個性を伸ばす教育の保証 ◎ ◎ 104,271 19,500 123,771
確かな学力と豊かな心の育成 ◎ ○ 50,499 40,500 90,999
青少年の健全育成 ○ ○ 8,691 3,750 12,441
児童生徒の
体の育成
児童生徒の疾病の発見・予防 ◎ ◎ 57,467 15,000 72,467
食育の啓発 ◎ ◎ 442,796 247,500 690,296
スポーツの
振興
スポーツ施設の整備・管理 ○ ○ 99,945 7,500 107,445
スポーツ事業の充実 ○ ○ 20,369 30,000 50,369
生涯学習社会
の実現
生涯学習活動の支援 ◎ △ 5,173 15,075 20,248
社会教育の推進 ◎ ○ 99,649 236,250 335,899
図書サービスの充実 ○ △ 46,065 52,500 98,565
芸術文化の
振興
文化活動の支援 ○ ○ 8,548 15,000 23,548
芸術作品鑑賞拠点の整備充実 ◎ △ 41,413 15,000 56,413
文化財の保護と活用 ○ ○ 14,821 15,000 29,821

















































































対象・手段等 コスト削減 受益者負担 上位貢献度 類似事業 成果向上
妥当 問題有 余地有 余地無 適正 余地有 有効 疑問 有 無 余地有 余地無
生活
環境
101 3 21 83 97 7 102 2 11 93 63 41
97.1％ 2.9％ 20.2％ 79.8％ 93.3％ 6.7％ 98.1％ 1.9％ 10.6％ 89.4％ 60.6％ 39.4％
保健
福祉
159 3 25 137 154 8 161 1 21 141 106 56
98.1％ 1.9％ 15.4％ 84.6％ 95.1％ 4.9％ 99.4％ 0.6％ 13.0％ 87.0％ 65.4％ 34.6％
経済
産業
83 4 49 38 72 15 83 4 16 71 85 2
95.4％ 4.6％ 56.3％ 43.7％ 82.8％ 17.2％ 95.4％ 4.6％ 18.4％ 81.6％ 97.7％ 2.3％
都市基
盤整備
96 1 71 26 96 1 96 1 0 97 90 7
99.0％ 1.0％ 73.2％ 26.8％ 99.0％ 1.0％ 99.0％ 1.0％ 0.0％ 100％ 92.8％ 7.2％
教育
文化
100 0 31 69 89 11 95 5 12 88 87 13
100％ 0.0％ 31.0％ 69.0％ 89.0％ 11.0％ 95.0％ 5.0％ 12.0％ 88.0％ 87.0％ 13.0％
全体
539 11 197 353 508 42 537 13 60 490 431 119































経常 政策 義務 未記入
生 活 環 境 106 52 35 19 −
保 健 福 祉 168 44 63 60 1
経 済 産 業 87 37 50 0 −
都 市 基 盤 整 備 121 40 72 2 7
教 育 文 化 119 68 51 0 −




































現状維持 拡大 縮小 変更 休止／廃止 完了
生活環境
84 9 2 5 3 3
79.2％ 8.5％ 1.9％ 4.7％ 2.8％ 2.8％
保健福祉
126 9 3 16 4 4
77.8％ 5.6％ 1.9％ 9.9％ 2.5％ 2.5％
経済産業
53 9 9 2 4 10
60.9％ 10.3％ 10.3％ 2.3％ 4.6％ 11.5％
都市基盤整備
59 16 3 10 0 18
55.7％ 15.1％ 2.8％ 9.4％ 0.0％ 17.0％
教育文化
75 10 2 2 2 9
75.0％ 10.0％ 2.0％ 2.0％ 2.0％ 9.0％
全体
397 53 19 35 13 44






















































人権問題啓発 9,278 千円 参加人数 1,227 人 7,562円/人
生活バス運行 14,301 千円 利用者数 30,591 人 467円/人
防災対策 81,244 千円 市民 82,336 人 987円/人
国民年金 23,937 千円 被保険者数 21,538 人 1,111円/人
ごみ収集 256,912 千円 ごみ収集量 33,191.81 ｔ 7,740円/ｔ
国際交流協会補助 7,639 千円 会費収入 1,010 千円 7.56倍
保健福祉
民生委員児童委員活動 20,949 千円 活動件数 42,773 件 490円/件
障がい者相談支援 20,750 千円 相談件数 4,845 件 4,283円/件
生活保護費支給 881,248 千円 被保護世帯数 351 世帯 2,511千円/世帯
保育所管理運営 905,750 千円 実入所児童数 999 名 906,657円/名
老人福祉センター施設管理 114,638 千円 利用者数 176,909 人 648円/人
予防接種 101,421 千円 被接種者数 17,087 人 5,936円/人経済産業
中小企業勤労者福祉サービスセンター支援 30,289 千円 従業員数 1,072 人 28,255円/人
山車会館管理運営 25,931 千円 入館者数 30,277 人 856円/人
県営土地改良事業負担 63,272 千円 区画整理面積 47.9ha 1,321千円/ha
都市基盤整備道路改良 690,879 千円 総延長 3,658.8 ｍ 188,827円/ｍ
開発指導 29,006 千円 許認可等 2,896 件 10,016円/件
都市公園等管理 97,3914 千円 公園面積 356,525 ㎡ 273円/㎡
市営住宅管理 150,222 千円 管理戸数 897 戸 167,472円/戸
水道施設整備管理 1,332,798 千円 年間配水量 8,742,716 ㎥ 152円/㎥
公共下水道施設整備管理 742,257 千円 水洗化人口 36,662 人 20,246円/人
教育文化
小学校運営 394,788 千円 児童数 4,428 名 89,157円/名
外国語指導助手派遣 30,610 千円 延訪問日数 1,359 日 22,524円/日
学校給食 690,296 千円 延食数 1,377,556 食 501円/食
体育施設管理 18,329 千円 利用者数 68,173 人 269円/人
図書館管理運営 98,565 千円 貸出冊数 284,946 冊 346円/冊






















































































事業費（※1）A 360,011 千円 146,023 千円
人件費（※2）B 0.6 人 51.1 人
総事業費（C=A+B） 364,511 千円 529,273 千円
実入所児童数　D 422 名 577 名






事業費（※1）A 243,067 千円 1,095 千円
人件費（※2）B 0.7 人 1.0 人
総事業費（C=A+B） 248,317 千円 8,595 千円
ごみ収集量　D 22,612.02 トン 338.78 トン




















































事業費　A 506 千円 130 千円
人件費　B 3.80 人 3.93 人
総事業費（C=A+B） 29,006 千円 34,400 千円
許認可等　D 2,896 件 2,460 件







事業費（※1）A 442,796 千円 731,264 千円
人件費（※2）B 33.00 人 0.70 人
総事業費（C=A+B） 690,296 千円 737,338 千円
延食数　D 1,377,556 食 1,192,378 食












































































































５ 栃木 IC周辺における産業（物流等）拠点の整備 ○
６ 地域資源（福祉・自然等）を活用した地域の活性化 ○
７ 惣社東産業団地への企業の誘致と地元企業への支援 ○
８ 市民活動推進センターとまちづくりファンド助成による市民活動の支援 ○
９ 土地利用トータルサポートによる民間の適正な土地利用の支援 ○
10 地域学やエコミュージアムによる地域学習と地域人材の育成 ○
11 宅地開発・企業誘致・広告料収入等による財源の涵養 ○
12 ワーキングリサーチによる事務効率の検証 ○
13 施策評価・事務事業評価による事業効果の検証 ○
14 外部人材の活用、民間委託等による業務（図書館等）の外部化 ○
15 リース方式等による校舎・庁舎の整備 ○
16 庁内公募・報奨人事による庁内起業家の育成 ○
17 職員出前講座による市政学習と情報発信 ○
18 自治基本条例の制定による計画の実効性の確保 ○
19 公約・職務協定の締結による計画の全庁的な推進 ○
− 64 −
児玉　博昭
県庁堀周辺の公共施設再配置基本計画策定や
現況測量を実施するとともに、公共施設の再
配置のあり方について、市民懇談会で検討し
た。
　平成19年度は、「教育＝行政＝防災の融合
施設」を基本理念とし、施設整備に向けて、
アドバイザリー業務や地質調査業務を実施
し、設計・施工・管理等を実施する事業者の
選定作業に取りかかる予定である。今後は、
複合施設の各機能や施設全体の管理運営、庁
内各組織の役割分担を明確にしていきなが
ら、平成20年度からの事業化を目指していく。
⑶　市街地東部における住環境の整備と新市
　街地の形成（都市基盤整備×生活環境）
　この施策は、大宮地区において、幹線道路
沿線の良好な住環境と利便性の向上を視野に
入れた適正な土地利用を図り、計画的な市街
地を形成するものである。
　平成18年度は、幹線道路（小山栃木都賀線
･県道栃木二宮線）の整備時期や整備計画な
どについて関係機関と協議し、また、事業予
定区域内へ核施設として立地可能な官民施設
を検討した。
　平成19年度は、幹線道路の計画及び核施設
の立地が未確定であるため、引き続き関係機
関との協議を行なう予定である。今後は、農
業施策や都市計画施策と調整し地域の実情に
応じた土地利用の誘導を進める必要がある。
⑷　クラインガルテンによる都市と農村の交
　流（経済産業×生活環境）
　この施策は、皆川地区において、滞在型の
市民農園（クラインガルテン）による都市と
農村の交流を通じて、地域農業を振興しよう
とするものである。
　平成18年度は、地元協議会「とちぎクライ
ンガルテン協議会・皆川地区」を設立し、休
耕田を利用した「コスモスまつり」にも協力
した。また、八千代町・笠間市への先進地視
察や勉強会、意見交換会を開催した。
　平成19年度は、「コスモスまつり」や皆川
城東小学校の児童を対象とした「田植え稲刈
り体験教室」を支援していく予定である。今
後は、クラインガルテンについては地元協議
会と民間活力の利用等も含めた検討を進めて
いく必要がある。
⑸　栃木ＩＣ周辺における産業（物流等）拠
　点の整備（経済産業×都市基盤整備）
　この施策は、栃木ＩＣ周辺において、民間
活力と地域特性を活かし物流等の産業の拠点
を形成しようとするものである。
　平成18年度は、インター周辺の開発の経緯
や整備手法を検証しつつ、物流不動産仲介事
業者と懇談し現地を案内し、物流専門家から
も意見を聴取した。地権者で構成する役員会
では、足利ビジネスインターパークへの先進
地視察を実施した。
　平成19年度は、役員会や研究会を開催し、
引き続き整備手法の検討を行なうとともに、
不動産仲介業者や企業に対し、交通や災害等
に対する地理的優位性や、優遇制度を含めた
市の協力体制についてＰＲしていく予定であ
る。今後は、平成24年中の完成を目標に面的
基盤整備を進めるとともに、優良企業の早期
誘致にも取り組んでいく必要がある。
⑹　地域資源（福祉・自然等）を活用した地
　域の活性化（保健福祉×経済産業）
　この施策は、寺尾地区において、まちづく
り学習などを通じて、福祉や自然等の地域資
源を活用した地域の活性化を支援しようとす
るものである。
　平成18年度は、地元住民で構成する「寺尾
地区まちづくり推進準備会」が発足し、寺尾
地区の土地利用や福祉施設の整備、まちづく
りファンドの活用など、地区の課題や活性化
の方向性を研究した。
　平成19年度は、引き続き準備会を中心に検
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討し、具体的な取り組みへと展開していく予
定である。今後は、「地域分権」に併せて、
各課が個別に寺尾地区で展開する事業を再構
築するとともに、地域で活動できるより多く
の人材を発掘、育成していく必要がある。
⑺　惣社東産業団地への企業の誘致と地元企
　業への支援（経済産業×行財政運営）
　この施策は、国府地区の惣社東産業団地へ
の企業誘致を推進するとともに、皆川地区に
良好な生産環境を有する地元中小企業向けの
新たな産業団地を整備し、産業の振興や雇用
機会の拡大を図るものである。
　平成18年度は、「群馬・栃木・茨城三県
合同産業立地説明会」や「国際物流総合展
2006」に参加し、惣社東産業団地の優れた立
地特性をＰＲするとともに、企業立地意向調
査等により企業の新規立地や移転に関する情
報の収集に努め、現地案内・企業訪問等の誘
致活動を実施した。また、皆川地区の産業団
地については、農地転用等の開発に伴う事務
手続きを行なった。
　平成19年度は、惣社東産業団地のＰＲや企
業情報の収集を行なうとともに、補助内容を
拡充する企業立地奨励補助金や新たに創設す
る企業誘致報奨制度を活用し積極的な誘致活
動を実施していく。また、皆川地区の産業団
地のアクセス道路整備や用地造成工事を実施
する。今後は、惣社東産業団地への優良企業
の早期誘致を目指すとともに、皆川地区の産
業団地の分譲を開始し地元中小企業に対して
良好な操業環境を提供する必要がある。
⑻　市民活動推進センターとまちづくりファ
　ンド助成による市民活動の支援（生活環境
　×行財政運営）
　この施策は、市民活動推進センターとまち
づくりファンド助成事業を活用し、市民協働
を促す市民団体の自立や活動を総合的に支援
しようとするものである。
　平成18年度は、まちづくりファンド助成事
業で12団体に助成した。説明会の開催や申請
書の作成研修、広報による周知、助成団体の
活動紹介を行い、利用を促したほか、県の「わ
がまち自慢推進事業」を組み込み、制度を充
実させた。
　平成19年度は、推進センターとの連携を強
化するとともに、広報やＨＰ以外の新たな周
知方法を実践する予定である。今後は、推進
センターを助成事業の受け皿とし、また助成
対象にふさわしい公益的なまちづくり活動と
他の生涯学習活動とのすみ分けを明確にして
いく必要がある。
⑼　土地利用トータルサポートによる民間の
　適正な土地利用の支援（都市基盤整備×生
　活環境）
　この施策は、土地利用に関する行政窓口を
一元化し、地域の活性化につながる民間によ
る適正な土地利用を総合的に支援しようとす
るものである。
　平成18年度は、土地利用を含めて、各地区
で行政窓口を一元化し、地域活性化を総合的
に支援する仕組みとして「地域経営システ
ム」を設計した。
　平成19年度は、地域経営システムを推進す
るための庁内本部や市民懇談会を設置し、「地
域経営システム推進計画」を審議、策定する
予定である。今後は、土地利用に限らず、広
く地域の活性化をトータルにサポートしてい
く必要がある。
⑽　地域学やエコミュージアムによる地域学
　習と地域人材の育成（教育文化×行財政運
　営）
　この施策は、地域学やエコミュージアムの
理念を通じて、地域の自然や文化を自ら学習
し、郷土に誇りと愛着を持つ人材を育成しよ
うとするものである。
　平成18年度は、自治会連合会の研修会で「エ
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コミュージアムによるまちづくり」と題する
講演会を開催し、県のわがまち自慢推進事業
に、皆川街づくり協議会との連携による皆川
城址公園の整備が「エコミュージアムによる
“まちづくり” “ひとづくり”」として採択さ
れた。
　平成19年度は、皆川街おこし事業として皆
川城址行灯まつりやふるさとまつり、ホタル
の里事業などを開催するとともに、皆川城址
公園を整備する予定である。今後は、栃木市
のエコミュージアムの理念を明確にし、情報
発信していくとともに、グリーンツーリズム
などの関連事業を体系化し推進していく必要
がある。
⑾　宅地開発・企業誘致・広告料収入等によ
　る財源の涵養（財政の健全化）
　この施策は、宅地開発や企業誘致に積極的
に取り組み税収を増加させるとともに、広告
料収入など新たな財産収入を開拓すること
で、安定的な財源を確保しようとするもので
ある。
　平成18年度は、「栃木市広告掲載要綱」を
制定し、「広告入り足拭きマット」を設置し
１か所１万5千円、「広告入り広報とちぎ」
を発行し71件141万円の新規財源を確保した。
また、12月からホームページのバナー広告の
募集も開始した。
　平成19年度は、惣社東産業団地に限らず広
く企業誘致に取り組む予定である。今後は、
施設命名権の売却による新たな収入の確保、
面的整備による市税の増収、企業誘致報奨制
度の導入などに取り組んでいく必要がある。
⑿　ワーキングリサーチによる事務効率の検
　証（事務事業の改善）
　この施策は、ワーキングリサーチを通じ
て、業務を再点検し改善することにより、業
務の効率化を推進しようとするものである。
　平成17年度は、一般職員441名が各自の業
務を点検し1,025もの改善項目を抽出した。
562項目はすでに改善済みである一方、382項
目は今後改善予定との結果から、平成18年度
も引き続きワーキングリサーチを実施し、業
務改善シートを活用して業務フローと作業内
容、改善内容と結果を調査した。
　平成19年度は、行政改革大綱の取組項目に
即し、職員個々人ではなく職場ぐるみで実施
していく予定である。今後は、より有意義な
取組みとするためにも、さらに効果的な手法
を模索していく必要がある。
⒀　施策評価・事務事業評価による事業効果
　の検証（事務事業の改善）
　この施策は、施策評価や事務事業評価を通
じて、事業の効果を検証し、施策を効率的・
効果的に推進するとともに、市民への説明責
任を果たそうとするものである。
　平成18年度は、施策評価については、都市
経営計画の27基本施策と85単位施策全てを対
象に実施し、概要と評価表を公表した。また、
事務事業評価についても、予算編成に併せて
政策的・経常的・義務的事業全てを対象に実
施し、概要と評価表を公表した。
　平成19年度は、施策評価については、特定
の施策を集中的に審議し、重点課題に対し具
体的な対応策を決定する。また、事務事業評
価については、企画課と連携しつつ財政課が
主導する予定である。今後は、施策評価につ
いては、平成18年度と同様の全体評価は平成
22年度に実施し、後期基本計画に反映させて
いく。また、事務事業評価については、人件
費の精緻な算出と減価償却費の計上により、
正確な総事業費を示せるようにする必要があ
る。
⒁　外部人材の活用、民間委託等による業務
　（図書館等）の外部化（事務事業の改善）
　この施策は、外部人材の活用や民間委託等
を通じて、業務を外部化し、サービスの向上
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と施設管理や業務運営の効率化を進めようと
するものである。
　平成18年度は、外部人材の活用については、
都市経営推進担当の参与や教育研究所の所長
に大学教員を登用し、福祉・教育分野でも非
常勤職員を活用した。外部委託については、
老人福祉センターなど16施設に指定管理者制
度を導入した。
　平成19年度は、栃木市に貢献する優秀な非
常勤職員を任期付職員として採用し、指定管
理者制度もさらに推進する予定である。今後
は、様々な施設管理形態や業務運営形態につ
いて適否を検討していく必要がある。
⒂　リース方式等による校舎・庁舎の整備（施
　設・資産の管理と活用）
　この施策は、公共施設の整備・維持管理・
運営に、民間の資金やノウハウを活用した新
たな事業手法（PPP）を導入することで、効
率的・効果的に公共事業を実施し、質の高い
公共サービスを提供しようとするものであ
る。
　平成18年度は、県庁堀周辺拠点形成プロ
ジェクトの推進にあたり、リース方式やPFI
などパブリック・プライベート・パートナー
シップ（PPP)の導入可能性を調査・研究した。
　平成19年度は、「教育＝行政＝防災の融合
施設」を基本理念とし、施設整備に向けて、
アドバイザリー業務や地質調査業務を実施
し、設計・施工・管理等を実施する事業者の
選定作業に取りかかる予定である。今後は、
実施事業者の選考方法や選考基準を設定し、
業務内容の監視体制を確立していきながら、
平成20年度からの事業化を目指していく。
⒃　庁内公募･報奨人事による庁内起業家の
　育成（組織・人材の活性化）
　この施策は、新たな施策を提案し事業化す
る「庁内起業家」を育成し、その業績に対し
て報奨することにより、職員の士気を高揚さ
せようとするものである。
　平成18年度は、人材育成の前提として人事
管理の基礎となる「人事評価」制度を導入す
るとともに、「目標管理」制度の導入を検討
した。
　平成19年度は、庁内公募を実施し、報奨制
度を構築する予定である。提案者には、事業
に関する専門知識のほか、財務処理の能力や
関係者との調整力、そして提案への意欲が要
求される。今後は、公募に適した事業を選定
し、実現可能な提案をしてもらい、事業担当
部署とも調整していく必要がある。
⒄　職員出前講座による市政学習と情報発信
　（協働参画・情報化の推進）
　この施策は、職員出前講座等を通じて、市
民と職員がともに市政を学習する機会を充実
させようというものである。
　平成18年度は、職員出前講座を36講座開催
し、29人の職員が講師となって延1,275人の
市民が参加した（１月末現在）。
　平成19年度は、市民のニーズに応えた情報
が提供できるよう、講座内容の見直しを担当
課と協議していく。また、年間を通し、開催
された講座を検証して改善し、より充実した
講座内容にしていく予定である。今後は、充
実した多くの講座を実施することにより、市
民と行政、市民と市職員の距離を縮め、協働
参画の促進を図っていく必要がある。
⒅　自治基本条例の制定（総務課）
　この施策は、都市経営計画の実効性を確保
するために、栃木市の自治に関する基本事項
を定めた「自治基本条例」を制定しようとす
るものである。
　平成18年度は、公募委員、各種団体・議会
の代表者等32名で組織する「栃木市自治基本
条例を考える市民会議」を設置し計9回会議
を開催、大和市の先進事例などを参考に自治
基本条例について検討した。
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　平成19年度は、自治基本条例の素案を作成
し、市民説明会やパブリックコメントを実施
する予定である。今後は、市民に自治基本条
例の素案を理解してもらうために、様々な手
段で市民に周知を図っていく必要がある。
⒆　公約･職務協定の締結（企画課）
　この施策は、都市経営計画を全庁的に推進
するために、施策の責任分担を明確にした市
長の市民に対する「公約」、市長と部長等と
の間の「職務協定」を締結しようとするもの
である。
　平成18年度は、昨年度に引き続き、参与の
職務協定を締結し、協定内容（地域経営シス
テム・行政経営システムの設計）も達成され
た。また、職務協定の実施要領等を作成した。
　平成19年度は、部長等の職務協定を締結す
る予定である。今後は、人事評価制度との整
合性を図り、課長級への対象拡大を目指して
いく必要がある。
３．若干の考察
　重点施策のように研究開発的な要素をもつ
施策は、定型的な他の一般施策と同様の評価
がなじむとは限らない。定量的な達成目標や
測定指標を設定するよりも、むしろ定性的に
でも戦略を分析し方針を確認しつつ機動的に
展開するほうが望ましい場合もある。
むすびに
　これらの施策評価の実施結果をふまえ、今
後、施策評価を展開するにあたっての課題を
何点か指摘して本稿をむすびたい。
１．管理・間接部門の合理化（組織管理との
　関係）
　今回の施策評価では、施策別に人件費を含
めた総事業費を明らかにしたが、この人件費
は、その事務事業に直接従事する職員の人件
費であり、部長・課長など管理者の人件費、
企画部・総務部などの間接部門の人件費は含
まれていない。こうした管理コストや間接コ
ストを上乗せすると、総事業費はさらに膨ら
むことになる。
　今後は、「庁内分権」を推進し、担当部署
に権限を委譲しつつ企画部や総務部の機能を
縮小していくことで、管理・間接コストを縮
減していくことが必要である。
２．優先順位の明確化（実施計画との関係）
　今回の施策評価の結果では、担当部課によ
る１次評価で「現状維持」との評価が目立ち、
施策にメリハリがない。中にはコスト削減や
受益者負担、成果向上の余地がある事務事業
についても現状維持とするものがあった。管
理者の役割は、限られた資源を有効に活用し
最大の成果を達成することであり、施策には
優先順位をつけざるを得ない。
　今後は、「施策評価」を活用し、施策の優
先順位を明確にしていくことが必要である。
３．業務の改善（行政改革との関係）
　今回の事務事業評価の結果では、成果向上
は別として、改善の余地はほとんどない。し
かし、改善の余地がないというのは、事務事
業が順調であると納得するよりもむしろ、課
題抽出力や改善意欲が欠落しているのではな
いかと疑問を持たざるを得ない。経営では「問
題がない」ことが一番の「問題」である。ま
た、改善計画についても、コストを削減し成
果を向上させるための方策を具体的に提示し
たものは少ない。
　今後は、「ワーキングリサーチ」などを通
じて、業務を積極的に改善し、単なる検討に
とどまらず、実際に改善実績をあげていくこ
とが必要である。
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４．コスト縮減と財源の涵養（予算編成との
　関係）
　都市経営計画では、財政自立計画で、10
年間で163億円の財源不足を試算しているが、
初年度でも9.7億円、職員１人当たり165万円
の赤字である。
　今後は、コストを縮減することは当然、独
自財源の確保にも、部署ごとに積極的に取り
組んでいくことが必要である。
５．責任所在の明確化（人事管理との関係）
　都市経営計画では、施策ごとに達成目標や
責任主体を設定しているが、組織レベルでの
目標や役割分担は明確になったものの、管理
者や担当者個人レベルの目標や責任までは落
とし込まれていない。
　今後は、「職務協定」や「人事評価」など
を通じて、全職員が目標を共有し、各自が自
分の職責を理解し、責任をもって職務を遂行
していくことが必要である。
付記
　本稿は、すでに公表されている栃木市の施
策評価の概要と重複しているが、当該資料自
体、筆者が作成したものである。
　栃木市において事例研究するにあたり、ま
ずは、参与として迎え入れていただいた栃木
市の日向野義幸市長に厚くお礼を申し上げた
い。筆者にとっては自治体の行政運営を内部
から「参与」観察する貴重な機会を得ること
ができた。また、実際の作業では企画部企画
課都市経営推進担当（当時）の茅原剛主幹、
寺内秀行係長、秋間一泰主事には大変お世話
になった。改めてその労をねぎらいたい。
注
⑴　総務省「平成19年度地方公共団体における行政評価の
取組状況」
⑵　栃木市の施策評価の概要については、栃木市HPの
行政評価メインを参照のこと。http://www.city.tochigi.
tochigi.jp/hp/menu000001000/hpg000000874.htm
⑶　栃木市都市経営計画の詳細については、栃木市HP
の都市経営計画メインを参照のこと。http://www.city.
tochigi.tochigi.jp/hp/menu000001000/hpg000000800.
htm
⑷　行政評価システムの基本設計に関しては、拙稿「自治
体における行政評価システムの導入に向けた検討」『白鷗
大学論集』第16巻第２号、2002年を参照のこと。また、事
務事業評価の実践例に関しては、拙稿「自治体における事
務事業評価の実践と課題」『白鷗大学論集』第17巻第２号、
2003年を参照されたい。
⑸　施策評価の個表についても、前掲注⑵の栃木市HPの
行政評価メインを参照のこと。
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